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環境人材育成コンソーシアムについて

環境省総合環境政策局環境教育推進室

環境省は今年３月，産学官民が協働して環境人

材（経済社会のグリーン化を担う人材）を育成する

ための実質的なプラットフォームである「環境人

材育成コンソーシアム（Environmental Consor-

tium for Leadership Development：EcoLeaD）」を，

準備会の形で試行的に立ち上げました。

本文では，環境人材育成コンソーシアムの立ち

上げに向けての経緯や，環境人材の人材像，環境

人材育成コンソーシアムの目的や事業内容等につ

いて御紹介します。

1. は じ め に

近年，人類は持続可能性をめぐるさまざまな問

題に直面しており，それらへの対応が喫緊の課題

となっています。また，昨今の経済危機のもと，

いわゆる「グリーン・ニューディール」，「グリー

ンジョブ」などの，環境保全により経済社会の活

性化をめざす，国家の社会システムのパラダイム

シフトが求められています。

平成１９年に閣議決定された「２１世紀環境立国戦

略」や「イノベーション２５」においては，持続可

能な社会づくりを進めていくために，経済社会の

グリーン化を担う人材，いわゆる「環境人材」の

育成の必要性が示されました。また，同年１１月に

開催された東アジア首脳会議（EAS），１２月の日中

韓三カ国環境大臣会合（TEMM）等のアジアの国際

会議の場においても，アジアの持続可能な社会づ

くりに活躍する環境人材を育成することが必要で

あるとの認識が共有され，そのためにアジア各国

が協力していくことの重要性が合意されました。

環境立国「日本」は，持続可能な新しい社会作

りにむけてグローバルに活躍する人材の育成に，

積極的に取り組んでいくことが求められていま

す。

上記の状況を踏まえ，環境省においては，２００７

年度に，大学，企業，NPO等の有識者から構成

される「持続可能なアジアに向けた大学における

環境人材育成ビジョン検討会」を設置し，２００８年

３月に「持続可能なアジアに向けた大学における

環境人材育成ビジョン（以下，「環境人材育成ビ

ジョン」という。）」をとりまとめました。この環

境人材育成ビジョンを踏まえて，環境省では平成

２０年度より，アジア環境人材育成イニシアティブ

（Environmental Leadership Initiatives for Asian

Sustainability：ELIAS）として，関係省庁とも連携

しながら，①大学における環境人材育成プログラ

ム開発支援，②産学官民連携による環境人材育成

コンソーシアムの立ち上げ，③アジアにおける環

境大学院ネットワーク構築等によりアジアにおけ

る環境人材育成の事業を展開しているところで

す。本文でテーマとして取り上げる環境人材育成

コンソーシアムは，環境人材の育成を目的とする

ELIASの一つの事業です。

2. 環境人材とは

まず，環境人材育成コンソーシアムの説明を始

める前に，環境人材について解説すると，環境人

材は，①社会変革のための新しい発想，構想，企

画力，②現在および将来の社会が直面する課題へ

の問題解決能力，③環境保全を通じて仕事を作

り，経済を活性化させる実践のための行動力など

の能力を有する人材，として定義しています。こ
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れらの能力を有するため，環境人材の育成には，

環境に関する強い意欲，専門性，リーダーシップ

を同時に身につけることが可能である大学から実

施され始めることがもっとも適しているといえま

す。もちろん，大学だけではなく，社会人生活の

中においても，継続的にこれらの能力を磨いてい

く必要はあると考えています。

また，これらの定義からも，環境人材とは，自

然保護や公害防止等の環境関係の仕事に従事しよ

うとする人材や環境分野の学者等の環境の専門家

だけを対象としているわけではないことがわかり

ます。ここで，育成対象としている環境人材とは，

行政，企業等における環境部局に従事している人

に限らず，あらゆる部局や分野の仕事に従事して

いる人であり，その方々に，環境保全および持続

可能性に関する体系的な知識や視点をもってもら

うことを目標としています。

環境人材育成ビジョンにおいては，環境人材が

備えるべき素養として，図 1のような T字型の

知識体系が必要であると提唱しています。T字型

の人材とは，縦軸に法学や工学等の特定の専門性

を高めると同時に，横軸として環境保全に係る分

野横断的な知見を獲得し，鳥瞰的な視点あるいは

俯瞰力を持って，自らの専門分野に環境の視点を

内在・統合させていくことができるような人材で

す。このような人材の育成のためには，環境保全

に関する横断的な知見を学ぶことがきる教育やそ

れを各自の専門性に統合させていくような教育が

効果的です。それには，大学教育の中では，教養

教育や副専攻に環境保全に関する教育が盛り込ま

れることが，有効な手法であると期待できます。

3. 環境人材育成コンソーシアムについて

また，環境人材を育成するためには，座学だけ

ではなく実践的な教育が必要です。そのために

は，実践教育を行う場が必要ですが，大学や企業

単独ではなかなか実践の場を見つけることが困難

であります。また，環境人材を育成するに当たっ

ては，人材を輩出する側の大学と，人材を受け入

れる側である企業・行政・NGO等が十分に意見

交換をし，協働できる場が必要です。そこで，産

学官民が参加した環境人材育成コンソーシアムを

立ち上げる構想が提案されました。

環境人材育成ビジョンでの提案にもとづき，平

成２０年度に「環境人材育成コンソーシアム設立準

備業務」として，環境分野および人材育成の分野

の有識者による検討委員会を立ち上げて，コン

ソーシアムにおける具体的な事業内容や組織体制

のあり方等について議論してきました。

以下，検討委員会における議論の結果を踏まえ

たコンソーシアムの事業内容や組織体制等につい

て述べます。
（1） 環境人材育成コンソーシアムに期待される

内容

企業，大学，NGO等，多種多様な主体が参加

している利点を生かして，以下の取組を行うこと

が期待されます。

・産学官民の交流・連携による実践的人材育成

プログラムの立ち上げ

・大学や教育機関が所有しているそれぞれのリ

ソースやノウハウの有効活用

・実社会のニーズに対応するスキルを有する人

材の育成

・フィールドワークやインターンシップ等の実

践教育を行う場や外部講師等の人的リソース

の提供を通じた，実践的大学教育の効率的・

効果的実施
（2） 環境人材育成コンソーシアムの育成対象お

よび構成主体

環境人材育成コンソーシアムでは，大学生・大

学院生や社会人を育成の対象としており，現在は

日本で活躍する人材を主な対象としていますが，

将来的にはアジアで活躍する人材も育成支援の対

象とする予定であります。

環境人材育成コンソーシアムは，大学，企業，図 1 T字型の知識体系
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行政（府省，自治体），NGO，国際機関等，多種

多様な主体で構成されます。さらに，地域レベル

で形成されているコンソーシアムや学生団体等と

の連携や協力関係を構築していきます（図 2）。
（3） 環境人材育成コンソーシアムの事業イメージ

コンソーシアムに参加する団体や個人に，出会

いや交流の機会や場を提供できるよう，環境人材

育成に関連したイベント等の開催を企画していま

す。また，環境人材の育成に役立つ教育プログラ

ムの開発を行う予定です。現在，開発を考えてい

る教育プログラムは，「環境力を有する T字型人

材育成プログラム構築事業」，「グリーン MBA/

MOTプログラム構築事業」です（MBA：Master of

Business Administration（経営学修士），MOT：

Management of Technology（技術経営））。前者は，

T字型の知識体系を身につけてもらうためのプロ

グラムであり，後者は，環境に配慮した経営手法

を身につけてもらうためのプログラムでありま

す。また，その他にも，コンソーシアムの参加者

に環境人材育成関連の情報を提供するため，環境

人材育成情報インフラを構築し，さらに，アジア

各国との連携をめざして，環境人材育成に係る国

際交流・国際協力の実施も検討していく予定で

す。

4. コンソーシアム準備会の立ち上げと今後の

取組について

検討委員会での議論の成果を踏まえて，昨年度

末に環境人材育成コンソーシアムを準備会という

形で試行的に立ち上げました。環境人材育成コン

ソーシアム準備会（以下，「準備会」という。）は，

環境人材育成コンソーシアムを本格的に立ち上げ

るに当たっての一里塚であり，準備会においては

環境人材育成コンソーシアムで実施する事業内容

の詳細を検討するほか，多様なステークホルダー

が参加している利点を活かした環境人材育成の取

組を試行的に実施していきたいと考えています。

現在，準備会では，会員を募集しています。環

境人材の育成に主体的に取り組みたい方，また

は，環境人材育成の取組に興味がある方には，是

非，会員としてご参加いただければと思っていま

す。会員登録については，担当（環境省環境教育

推進室 環境人材育成コンソーシアム担当

TEL：０３―５５２１―８２３１，FAX：０３―３５８０―９５６８）までお

問い合わせ下さい。

また，コンソーシアムについての詳細な情報

は，http://www.eco-lead.jpを参照下さい。

図 2 環境人材育成コンソーシアムの構成
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